
 

一般社団法人セーブ・ザ・リーフ 

法人会員入会申込書 
 

お申込み年月日：   年   月  日 
 
一般社団法人セーブ・ザ・リーフ 
代表理事 麦野 路易 殿 
 
貴団体の趣旨に賛同し、下記の法人会員として入会を申し込みます。 
 
 

記 
 
 
   法人会員種別： 
   会社名または団体名： 
    （ 英 文 ） 
   所在地： 〒   -     
   代表者・役職名： 
   代表者氏名： 
                                

 代表者 ㊞ 
 
    

ご担当者氏名： 
部署・役職： 

   電話番号： 
    FAX 番号： 
    E-Mail： 
 
 
 
 
 



 

暴力団等反社会的勢力ではないこと等に関する表明・誓約書 
  
一般社団法人セーブ・ザ・リーフ 殿 
  
1. 当社（役員及び経営に実質的に関与している者を含む）は、現在又は将来にわたって、次の各号の反
社会的勢力のいずれにも該当しないことを表明、確約いたします。 
1 暴力団  
2 暴力団員  
3 暴力団員でなくなった時から５年を経過していない者 
4 暴力団準構成員  
5 暴力団関係企業  
6 総会屋等、社会運動・政治活動等標ぼうゴロ 
7 特殊知的暴力団  
8 その他前各号に準ずる者 
  
2. 当社は、現在又は将来にわたって、前項の反社会的勢力と次の各号のいずれかに該当する関係がない
ことを表明、確約いたします。 
1 反社会的勢力によって、その経営を支配させる関係 
2 反社会的勢力が、その経営に実質的に関与している関係 
3 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損害を加えるなど、反社会的勢力を利
用している関係 
4 反社会的勢力に対して資金等を供与し、又は便宜を供与するなどの関係 
5 その他役員等又は経営に実質的に関与している者が、反社会的勢力との社会的に非難されるべき関係 
  
3. 当社は、自ら又は第三者を利用して次の各号のいずれかの行為も行わないことを表明、確約いたしま
す。 
1 暴力的な要求行為 
2 法的な責任を超えた不当な要求行為 
3 取引に関して脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 
4 風説を流布し、偽計又は威力を用いて貴機構の信用を毀損し、又は貴機構の業務を妨害する行為 
5 その他前各号に準ずる行為 
  
4. 当社は、下請け又は再委託先業者（下請け又は再委託契約が数次にわたるときは、その全てを含む。
以下同じ。）との関係において、次の各号のとおりであることを表明、確約いたします。 
1 下請け又は再委託先業者が前１、２及び３に該当せず、将来においても前１、２及び３に該当しない



こと 
2 下請け又は再委託先業者が前号に該当することが判明した場合には、直ちに契約を解除し、又は契約
解除のための措置をとること 
  
5. 当社は、下請け又は再委託先業者が、反社会的勢力から不当要求又は業務妨害等の不当介入を受けた
場合は、これを拒否し、又は下請け又は再委託先業者をしてこれを拒否させるとともに、速やかにその
事実を貴機構に報告することを表明、確約いたします。 
  
6. 当社は、これら各項のいずれかに反したと認められることが判明した場合及び、この表明・確約が虚
偽の申告であることが判明した場合は、催告なしで除名されても一切異議を申し立てず、または賠償な
いし補償を求めないことを表明、確約いたします。 
 
 
 

年   月  日 
 

                        住所： 
       名称：  
                           代表者名：         
                                          ㊞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

一般社団法人セーブ・ザ・リーフ 
個人情報保護の規定について 

（目的） 
第１条 この規程は、一般社団法人セーブ・ザ・リーフ（以下「協会」という。）が保有する個人情報の
適正な取扱いの確保に関する基本的事項を定め、個人情報を適切に管理、保護することを目的とする。 
 
(定義) 
第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 
 (1) 個人情報：個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等によ
り特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別するこ
とができることとなるものを含む。）又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることによ
り、なお個人の権利利益を害するおそれがあるものをいう。ただし、次に掲げる情報を除く。 
  1. 法人その他の団体（国及び地方公共団体を除く。以下「法人等」という。）に関して記録された
情報に含まれる当該法人等の役員に関する情報 
  2. 事業を営む個人に関する情報で明らかに当該事業に専属すると認められるもの 
 (2) 個人情報の収集等  個人情報の収集、保管及び利用をいう。 
 (3) 協会：協会本部及び支部・事務所をいう。 
 (4) 会員：協会の評議員、法人会員及び一般会員をいう。 
 (5) 文書等：協会の役員又は職員（以下「職員等」という。）が職務上作成し、又は取得した文書、
図画及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては識別することができない方式
で作られた記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下同じ。）であっ
て、職員等が組織的に用いるものとして、協会が保有しているものをいう。ただし、次に掲げるものを
除く。 
  1. 新聞、雑誌、書籍その他の不特定多数のものに販売することを目的として 
    発行されるもの 
  2. 協会が一般の利用に供することを目的として保有しているもの 
 
(協会の体制および責務) 
第３条 協会は、個人情報保護の重要性を十分に認識し、個人情報の取扱いに伴う個人の権利・利益の
侵害の防止に関し、必要な措置を講じるよう努めなければならない。 
（1）協会の理事長は、個人情報保護監査役を指名し、本規定および関係法令等の趣旨に則って、個人情
報の適正な取り扱いを確保するための必要な体制を総合的に策定し、その実施、保有個人情報の管理に
ついて統括する。 
（2）協会本部事務局長は、理事長を補佐し、個人情報の適正な取り扱いを確保するための必要な措置を
講じ、個人情報の保護に関連する問題に、適切かつ迅速に対応しなければならない。 
  また、事務局長は、個人情報に関して法令、本規程に基づく運用の全体像を把握し、基本方針を定



め、問題発生の防御、問題発生時の対応を迅速に行い、個人情報保護の実施状況を理事長に報告する。 
（3）支部は、本規定の目的を達成するために、個人情報保護管理責任者を配置し、個人情報の保護に必
要な措置を講じなければならない。 
 
 職員等の責任 
 
（1）個人情報を取り扱う職員等は、法令および本規定、ならびに各支部が定める規定を遵守し、個人情
報を適切に取り扱い、保有個人情報の正確性を維持し、常に安全性の確保に努めなければならない。 
（2）個人情報を取り扱う職員等は、業務に関連して開示を受け、または知り得た個人情報の内容を他に
示し、漏洩し、または業務以外の目的に利用してはならない。その職を退いた後も、また、同様とする。 
（3）個人情報を取り扱う職員等は、業務上必要と認められる場合を除き、個人情報を閲覧またはコピー
してはならない。 
（4）個人情報を取り扱う職員等は、あらかじめ管理責任者の許可を得た場合を除き、個人情報を協会外
に持ち出してはならない。  
（5）個人情報を取り扱う職員等は、事故および法令，本規程、各支部が定め職員就業規則その他支部が
定める規程違反を見つけた場合には、速やかに個人情報保護管理責任者へ報告しなければならない。 
 
 個人情報保護管理責任者 
 
（1）個人情報保護管理責任者には、各支部の長を充てる。 
（2）個人情報保護管理責任者は各支部の個人情報に関する適正収集、管理等の適正な取り扱いのため
の措置を講じ、所属の職員等に対する教育啓発を実施しなければならない。 
（3）個人情報保護管理責任者は、各支部において収集した個人情報を体系的に整理し、職員が適正に管
理できるようにしなければならない。 
（4）個人情報保護管理責任者は、常に各支部の個人情報の収集、管理、保護等の状況を点検し、理事長
および事務局長の求めがあるときは、速やかに報告しなければならない。 
（5）個人情報保護管理責任者は、各支部における事故発生時の対応手順を定めなければならない。 
 
(個人情報の収集の制限) 
第４条 協会は、個人情報を収集するときは、収集の目的を明らかにして、本人から直接収集しなけれ
ばならない。 
（1）協会は、個人情報の収集等をするときは、その所掌する事務又は事業の目的達成に必要かつ最小限
の範囲内で行わなければならない。 
（2）協会は、前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、個人情報を本人以外の
ものから収集することができる。 
  1. 本人の同意があるとき。 
  2. 法令又は条例（以下「法令等」という。）に定めがあるとき。 
  3. 個人情報が出版、報道等により公にされているとき。 
（3）協会は、次の各号に係る個人情報の収集等をしてはならない。ただし、法令等に定めがあるとき、
又は事務若しくは事業の目的を達成するために当該個人情報を欠くことができないときは、この限りで



ない。 
  1. 思想、信条及び宗教に関する事項 
  2. 社会的差別の原因となる事実に関する事項 
 
（利用又は提供の制限） 
第５条 協会は、第４条に規定する収集の目的の範囲を超えて個人情報を利用し、又は協会以外のもの
に提供してはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。 
（1）本人の同意があるとき。 
（2）法令又は条例（以下「法令等」という。）に定めがあるとき。 
（3）個人の生命、身体又は財産の安全を守るため緊急かつやむを得ないと認められるとき。 
 
（適正管理） 
第６条 協会は、個人情報の収集等を行うときは、次の各号について必要な措置を講じ、適正な維持管
理を行わなければならない。 
（1）個人情報は、正確かつ最新のものとすること。 
（2）個人情報の漏えい、改ざん、滅失、き損その他の事故を防止すること。 
（3）協会は、不必要となった個人情報については、廃棄し、又は消去しなければならない。 
 
（業務の委託） 
第７条 協会は、個人情報の処理に係る業務を外部に委託するときは、当該業務の委託を受けた者に対
し、個人情報の保護を図るため、個人情報の適正な管理について必要な措置を講じさせなければならな
い。 
 
（開示の申出） 
第８条 会員、職員等その他協会に個人情報の収集等をされている者（以下「会員等」とい 
 う。）は、協会に対し、文書等に記録されている自己に関する個人情報（以下「自己情報」 
 という。）の開示の申出（以下「開示申出」という。）をすることができる。 
 
（自己情報の開示） 
第９条 協会は、開示申出があったときは、開示申出に係る自己情報に次の各号に掲げる情報（以下「不
開示情報」という。）のいずれかが記録されている場合を除き、開示申出をした者（以下「開示申出者」
という。）に対し、当該自己情報を開示するものとする。 
 (1) 開示申出者以外の者の個人情報であって、開示することにより、当該開示申出者以外の正当な権
利利益を害すると認められるもの。ただし、個人の生命、身体又は財産の安全を守るため、開示するこ
とが必要であると認められる情報を除く。 
 (2) 法人等に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、開示することによ
り、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を明らかに害するもの。ただし、
個人の生命、身体又は財産の安全を守るため、開示することが必要であると認められる情報を除く。 
 (3) 個人の評価、診断、判定、相談、選考等に関する情報であって、本人に開示することにより、当
該評価、診断、判定、相談、選考等に著しい支障が生じるおそれのあるもの 



 (4) 調査、交渉、争訟等に関する情報であって、本人に開示することにより、協会の公正かつ適正な
事務又は事業の執行に著しい支障が生じるおそれのあるもの 
 (5) 開示することにより、個人の生命、身体又は財産の安全その他公共の安全と秩序の維持に支障を
及ぼすおそれがあるもの 
 (6) 法令等の規定により開示することができないとされているもの 
 
（訂正の申出） 
第 10 条 会員等は、自己情報について事実の記載に誤りがあると認めるときは、協会に対し、当該記
載の訂正の申出をすることができる。 
 
（開示又は訂正の申出の手続き） 
第 11条 自己情報の開示又は訂正（以下「開示等」という。）の申出をしようとする者は、協会に対し、
申出をする者が「個人登録情報開示・訂正等請求書（様式１）」を作成し請求しなければならない。 
（1）開示等の申出をしようとする者は、当該自己情報に係る本人又はその代理人でなければならない。 
 
（2）協会は、第１項の個人登録情報開示・訂正等請求書に形式上の不備があると認めるときは 、開示
等の申出をした者（以下「開示等申出者」という。）に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めるこ
とができる。この場合において、協会は、開示等申出者に対し、補正の参考となる情報を提供するよう
努めなければならない。 
 
（開示等の実施） 
第 12 条 自己情報の開示は、文書又は図画については当該文書の閲覧又は写しの交付をもって行う。
ただし、閲覧の方法による自己情報の開示にあっては、協会は、当該自己情報の保存に支障を生じるお
それがあると認めるときその他正当な理由があるときは、その写しにより、これを行うことができる。 
（1）協会は、第 11条により開示等を決定したときは、速やかに開示等をするものとする。 
 
（不服の申出） 
第 13 条 開示等申出者は、開示等について不服があるときは、協会に対して書面により不服の申し出
をすることができる。 
（1）前項の申出は、開示等の事項を知った日の翌日から起算して６０日以内にしなければならない。 
（2）協会は、第１項の申出があったときは、迅速かつ適切な処理に努め、当該申出について再度の検討
を行った上で、当該申出に対する回答を書面により行うものとする。 
 
（委任） 
第 14 条 この規程に定めるもののほか、この規程の施行に関して必要な事項は、協会の長が定めるも
のとする。 
 
附 則 
この規程は、令和５年９月 1日から施行する。 
 


